
 

 

監査結果報告 

 

 

船橋市監査基準に準拠し、令和７年度第１期定期監査を次のとおり実施した。 

 

第１ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づく財務監査（定期監査） 

地方自治法第１９９条第２項の規定に基づく行政監査 

 

第２ 監査の対象 

企画財政部  政策企画課、行政経営課、財政課、財産管理課、契約課 

総務部 総務法制課、職員課、人事課(人材育成室)、デジタル行政推進課 

消防局 総務課、財務課、予防課、警防課、指揮指令課、救急課 

消防署 中央消防署(本郷分署)、東消防署(古和釜分署、薬円台出張所)、北消

防署（三咲分署、小室出張所）、夏見消防署(行田分署)、芝山消防署

(前原分署、三山分署) 

公平委員会  

農業委員会事務局  

      

第３ 監査の範囲 

  令和６年４月１日から令和７年１月３１日までの間の財務に関する事務等の執行につい

て（必要に応じてこの期間以外のものについても範囲とした。） 

 

第４ 監査を実施した監査委員 

  栗林 紀子 

  齋藤 弘之 

  浦田 秀夫 

  松橋 浩嗣 

 

第５ 監査の着眼点 

  ①予算の執行状況、②現金等取扱状況、③書類等の整理状況、④財産管理状況等につい

て、合規性を主眼に、次の表にある想定されるリスクの主な着眼点について調査を行い、

さらに対象部署の重点確認項目を設定し監査を実施した。 

  



 

 

調査項目 想定されるリスク 主な着眼点 

１ 予算の執行状況   

 歳入事務 不適正な歳入事務 ・調定の手続きは適正に行われているか。 

・債権の管理（督促、催告及び時効中断手続き等）は

適正に行われているか。 

 歳出事務 不適正な補助金等

の支出事務 

・補助金等の算出は合理的な基準により行われている

か。 

・支出事務の手続きは適正に行われているか。 

 不適正な前渡資金

の管理 

・現金の保管は適切か。 

・管理が特定の職員のみによって行われていないか。 

 契約事務 不適正な委託契約

（手続き及び管

理） 

・設計書、仕様書は適正に作成されているか。 

・委託した業務が適正に行われているか。 

・分割発注は行われていないか。 

・随意契約の場合、理由は適正か。 

２ 現金等取扱状況 不適正な現金の取

扱い 

・現金受領は複数人で確認しているか。 

・受領した現金の金融機関への払込みは適正に行われ

ているか。 

３ 書類等の整理状

況 

不適正な公印の管

理 

・公印の保管及び使用は適正か。 

不適正な文書処理 ・文書処理は適正に行われているか。 

・決裁責任者に誤りはないか。 

４ 財産管理状況 不適正な財産管理 ・各施設の維持管理及び補修は適切に行われている

か。 

・台帳は適正に整備されているか。また、取得処分等

の手続きは適正に行われているか。 

５ その他 不適正な個人情報

の管理 

・個人情報等の漏洩を防ぐ対策は講じられているか。 

・保管庫等の鍵等の管理は適切に行われているか。 

その他 ・事務フロー、チェックリスト等は作成されている

か。また、業務は事務フロー等に基づき行われてい

るか。 

※ 上記以外については、全国都市監査委員会の定めた「実務ガイドライン」の「監査等の

着眼点」を参考とした。 

 

第６ 監査の実施内容 

  令和７年４月１日から同年６月２４日まで、各監査対象部署及び監査委員事務局におい

て、監査書類について調査確認するとともに、現地調査を行い、併せて関係職員から事情

聴取を実施した。 



 

 

第７ 監査の結果 

前記のとおり監査した限りにおいて、監査の対象となった事務が次の事項を除き法令に

適合し、正確に行われていると認められた。 

監査の結果において是正又は改善が必要と認められた事項の区分 

【指摘事項】 

法令に違反しているもの、故意又は過失により損害等が生じたもの、事務処理等が適

切性を欠くと認められるもの、経済性、効率性、有効性を欠いていると認められるもの、

前回の監査において要望事項とした事項について改善の効果が認められないものなど 

【要望事項】 

指摘事項には至らないが、改善を要すると認められるものなど 

 

１ 予算の執行状況 

【指摘事項】 

⑴  契約書に規定する必要事項の記載漏れ 

次の契約について、契約不適合に関する条項が契約書から漏れていた。 

船橋市契約規則（以下「規則」という。）第３０条第２項では、「前項の契約書には、次

に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のな

い事項については、この限りではない。」とされ、規則同条同項第９号に履行の追完及び

代金の減額、いわゆる契約不適合責任が掲げられている。また、契約課作成の業務委託契

約書標準書式では、第２３条に契約不適合に関する条項の記載がされている。 

なお、規則同条同項にはただし書きが定められていることから、契約課に見解を確認

したところ、契約不適合による担保責任は、主として目的物の給付を行う契約において

生じるもので、特に請負契約等の契約不適合が生じうる業務委託契約については、契約

上の疑義をなくすためにも、当該規定を盛り込む必要があるとのことであった。 

今後は、契約の性質又は目的により規則同条同項第９号が該当するかどうかを適切に

判断し、規則に則って適正に事務処理を行うよう徹底されたい。 

〇 財務会計システム保守・運用支援業務委託 等 

所管部署に確認したところ、前回と発注内容に大きな変更がなかったことから、前回

の契約書の様式を用いて当該契約書を調製したことにより、契約不適合に関する条項

の記載が漏れていたとのことであった。 

（企画財政部財政課） 

〇 本庁舎冷温水発生機オーバーホール修繕 等 

所管部署に確認したところ、前回の契約書の様式を再利用していた一部の契約書に

ついて、規則に則しているかの確認が漏れていたため、契約不適合に関する事項の記



 

 

載漏れを見落としたとのことであった。 

（企画財政部財産管理課） 

船橋市契約規則（抜粋） 

（契約書の作成） 

第３０条 契約の相手方が決定したときは、直ちに契約書を作成しなければならない。 

２ 前項の契約書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性

質又は目的により該当のない事項については、この限りでない。 

⑴～⑻ （略） 

⑼ 当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その

他の損害金、履行の追完及び代金の減額 

⑽～⒀ （略） 

  

⑵ 契約保証金の免除規定の適用誤り 

次の契約について、いずれの相手方も契約保証金の免除は可能であったが、該当する

規定の適用に誤りがあった。 

船橋市契約規則第３４条では、各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部

又は一部を免除することができるとされている。 

今後は、同規則に則って適正に事務処理を行うよう徹底されたい。 

○ 長崎市平和式典派遣委託事業 

契約金額が１００万円未満でなかったが、同規則同条第２号の規定により契約保証

金を免除していた。 

所管部署に確認したところ、同規則同条第５号を適用すべきことを認識していたが、

前回使用した契約書を基に今回の契約書を作成する際、第２号から第５号への適切な

修正が行われず、前回の記載がそのまま残ってしまい、また、確認の目が行き届かなか

ったとのことであった。 

（総務部総務法制課） 

○ 船橋市消防局音楽隊指導業務委託 

契約の相手方が同規則第５条に規定する有資格者名簿に登載されていなかったが、

同規則第３４条第５号の規定により契約保証金を免除していた。 

所管部署に確認したところ、毎年同一講師と随意契約を行っていたため、過去２年間

に２回以上の契約実績があるとして、同規則第３４条第５号が適用できると誤認して

いたとのことであった。 

（消防局財務課） 

  



 

 

船橋市契約規則（抜粋） 

（参加資格の審査等） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その者が一般競争入札に参

加する資格を有するかどうかについて審査し、当該資格を有すると認める者につい

ては有資格者名簿を作成し、これを公表するものとする。 

（契約保証金の納付の免除） 

第３４条 次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一部を免除

することができる。 

⑴ （略） 

⑵ 契約金額が１００万円未満であるとき。 

⑶・⑷ （略） 

⑸ 第５条（第２４条又は第２９条において準用する場合を含む。）に規定する有資

格者名簿に登載されている者であって、過去２年の間に国又は地方公共団体と種

類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上締結し、これらを全て誠実に履行し

たものが契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

⑹～⑻ （略） 

 

２ 現金等取扱状況 

指摘事項等なし 

 

３ 書類等の整理状況 

【指摘事項】 

⑴ 身分証明書の交付遅れ 

船橋市消防団の令和６年４月１日付け入団者１２人に関する身分証明書について、同

年９月６日の交付となっていた。 

船橋市消防団の組織等に関する要綱第９条第２項では、職務に服するときは、常に身

分証明書を携帯しなければならないとされている。 

所管部署に確認したところ、一部の入団者において身分証明書に貼付する写真の提出

が遅れていたこと、また、提出させることについて電話連絡等による継続的な確認を怠

ってしまったことにより、身分証明書の交付が遅れてしまったとのことであった。 

今後は、同要綱に則って適切な事務処理を行うよう徹底されたい。 

（消防局警防課） 

  



 

 

４ 財産管理状況 

【要望事項】 

⑴ 消防バイクの適切な管理及び更新 

消防署所に１９台配備されている消防バイク（※）について、月例点検結果報告書を確

認したところ、うち２台がタイヤのパンクにより２か月以上にわたり公道走行ができな

い状態となっていた。また、その他６台についてもタイヤの摩耗、ひび割れといった劣化

が報告されており、現場にて確認したところ、うち１台は「タイヤひび割れ公道走行不

可」と張り紙がされていた。 

令和元年度第１期定期監査の要望事項に対する措置状況報告において、消防バイクに

ついては、効率的な運用管理を図るため、配備体制を見直し、非常時の活用に適した車種

への更新を進めているとされていた。新型コロナウイルス感染症や半導体不足等の影響

により更新が進まなかった状況は確認できたものの、配備から３０年が経過しているこ

とから、今後は、適切に管理したうえで、計画的に更新するよう改めて要望する。 

（消防局財務課、警防課） 

※ 消防バイク 

大規模災害発生時における早期情報収集活動を目的として配備されているミニ

バイクで、オイルジャッキやバール等の軽微な資機材を積載している。 

令和元年度第１期定期監査 監査結果に対する措置状況報告（抜粋） 

監  査  対  象  機  関 措 置 状 況 報 告 年 月 日 

消防局 警防指令課 令和元年１０月２９日 

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容 

［要望事項］ 
 

防災バイクについては、大規模災害

時における早期情報収集活動を行うた

め、現在消防署所全体で３０台配備さ

れているが、老朽化しており使用でき

ない車両もあった。非常時の活用につ

いて改めて検討するとともに、適切に

管理することを要望する。 

大規模災害時における早期情報収集

消防（防災）バイクは、平成７年に配

備され、現在、配備から２４年が経過

しており、老朽化により使用不能状態

である１０台を廃車することとし、令

和元年６月１４日付けで「船橋市消防

バイク隊運用要領」の一部を変更して

対応している。 

要望事項については、効率的な運用

管理を図るため、配備体制を見直し、

非常時の活用に適した車種への更新を

進めている。 

  

 


